
平成29年度決算のあらまし

広報まつまえ 平成３０年１０月号 24

　決算とは、４月から翌年の３月までの１年間でどのようなことに「お金」が使われたのかを示すものです。

　平成２９年度に使われた一般会計のお金は６２億３,432万4,997円でした。

　平成３０年松前町議会第３回定例会で平成２９年度一般会計、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期

高齢者医療特別会計、水道事業会計、病院事業会計の各決算がそれぞれ認定されました。

※各計の数値は、端数処理をしているため一致しないことがあります。

町 税 5億5,274万円

地 方 譲 与 税 5,016万円

地 方 消 費 税 交 付 金 1億3,785万円

地 方 交 付 税 29億1,758万円

使 用 料 及 び 手 数 料 1億1,654万円

国 庫 支 出 金 5億 874万円

道 支 出 金 4億1,695万円

繰 入 金 1億2,276万円

諸 収 入 1億5,416万円

そ の 他 1億6,885万円

利 子 割 交 付 金 116万円

配 当 割 交 付 金 165万円

株式等譲渡所得割交付金 167万円

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1,289万円

地 方 特 例 交 付 金 33万円

交通安全対策特別交付金 0万円

分 担 金 及 び 負 担 金 375万円

財 産 収 入 2,660万円

寄 附 金 896万円

繰 越 金 1億1,184万円

町 債 12億2,547万円

計 63億7,180万円

■歳入決算額

議 会 費 5,887万円

総 務 費 6億1,160万円

民 生 費 10億2,775万円

衛 生 費 6億5,834万円

労 働 費 19万円

農 林 水 産 業 費 1億3,168万円

商 工 費 2億7,038万円

土 木 費 4億 197万円

消 防 費 7億1,182万円

教 育 費 7億6,223万円

災 害 復 旧 費 1万円

公 債 費 7億3,972万円

職 員 給 与 費 8億5,978万円

計 62億3,432万円

■歳出決算額

まちのために62億3,432万円が使われました。

H30.3.31現在
人 口 7,394人

世 帯 数 4,114世帯

歳入歳出差引残額 　1億3,747万3,023円

内訳　基 金 繰 入 金
　　　翌年度繰越金

6,527万9,423円
7,219万3,600円

歳入決算額　63億7,179万8,020円

平成29年度　　　　のあらまし決 算
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平成29年度決算のあらまし

広報まつまえ 平成３０年10月号25

平成29年度に納めていただいた町税の額
平成29年度において皆様に納めていただいた町税の負担状況は次のとおりです。

区　　分 決　算　額
１人当たり
の　負　担

１世帯当た
り の 負 担

区　　分 決　算　額
１人当たり
の　負　担

１世帯当た
り の 負 担

町　民　税 2億7,973万円 37,832円 67,995円 町たばこ税 5,879万円 7,951円 14,290円

固定資産税 1億9,167万円 25,922円 46,589円 入　湯　税 657万円 888円 1,597円

軽自動車税 1,598万円 2,161円 3,884円 計 5億5,274万円 74,755円 134,355円

平成29年度の主な歳入（収入）
平成29年度一般会計における町税や地方交付税以外の主な歳入の状況は次のとおりです。

分担金及び負担金

　保育料 274万円

使用料及び手数料

　町営住宅家賃 5,962万円

　廃棄物処理手数料 2,241万円

　郷土資料館入館料 1,408万円

国 庫 支 出 金

　社会資本整備総合交付金 1億7,109万円

　障害者自立支援給付費負担金 1億2,819万円

　農山漁村振興交付金 4,640万円

　児童手当負担金 3,557万円

道 支 出 金

　漁港漁村活性化対策事業補助金 1億8,716万円

　障害者自立支援給付費負担金 5,924万円

　国民健康保険基盤安定負担金 4,267万円

財 産 収 入

　土地建物賃貸料 1,134万円

　牧草売払代金 942万円

寄 附 金

　ふるさと松前応援指定寄附金 569万円

　書のまちづくり指定寄附金 80万円

　一般寄附金 243万円

諸 収 入

　スポーツ振興くじ助成金 4,800万円

　中小企業振興資金貸付金元金収入 4,000万円

　学校給食代金 1,326万円

町 債

　松前中学校グラウンド整備事業債 2億1,110万円

　防災行政無線整備事業債 1億8,730万円

　臨時財政対策債 1億3,813万円

　松城小学校改修事業債 1億1,380万円

平成29年度に行われた主な事業
平成29年度一般会計における主な事業の内容は次のとおりです。

議 会

　議員報酬、手当、共済費 5,044万円

総 務

　館浜体験交流センター建設工事請負費 1億2,147万円

　行政情報システム管理費 7,746万円

　地域生活バス運行事業補助金 2,537万円

　庁舎管理費 1,817万円

　公用車管理費 1,802万円

　賦課・徴収事務費 1,545万円

　支所管理費 1,001万円

民 生

　障害者自立支援　日常生活用具給付費ほか各給付費 2億6,170万円

　介護保険特別会計に対する繰出金 1億7,056万円

　北海道後期高齢者医療広域連合療養給付費負担金 1億4,925万円

　国民健康保険特別会計に対する繰出金 1億 488万円

　函館大谷短期大学付属松前子ども園・保育園各補助・負担金 9,293万円

　後期高齢者医療特別会計に対する繰出金 5,653万円

　児童手当 5,148万円

　支所管理費 1,042万円

衛 生

　病院事業会計補助金 3億 610万円

　渡島西部広域事務組合負担金（衛生部門）1億1,613万円

　渡島廃棄物処理広域連合負担金 1億 290万円

　ごみ収集運搬委託料 5,313万円

　水道事業会計補助金 2,404万円

　各種予防接種・ワクチン接種委託料 1,151万円

労 働

　就職支援ネットワーク事業 19万円

農 林 水 産

　漁業支援総合補助金 2,556万円

　スルメ加工雇用確保緊急奨励金 1,940万円

　牧場管理費 1,661万円

　水産基盤整備事業負担金（漁港分） 1,066万円

　町有林整備委託料 1,011万円

　畜産奨励費 885万円

　地域材で建てる住宅支援事業補助金 795万円



平成29年度決算のあらまし

広報まつまえ 平成３０年１０月号 26

水　 道　 事　 業　 会　 計

◎収益的収支勘定

　収入総額 1億9,786万8,802円

　支出総額 1億8,446万5,901円

　差　　引 1,340万2,901円

　当年度純利益 920万9,699円
　（資本的収支消費税額等を除く）

◎資本的収支勘定

　収入総額 3,158万4,440円

　支出総額 1億 90万5,148円

　差　　引 △6,932万 708円
※　不足した額は、減債積立金、過年度分損益勘定留保資金、

当年度分損益勘定留保資金、当年度分消費税及び地方消費税
資本的収支調整額で補てんしました。

病　 院　 事　 業　 会　 計

◎収益的収支勘定

　収入総額 13億5,782万3,011円

　支出総額 12億5,025万2,019円

　差　　引 1億 757万 992円

　当年度純利益 1億 396万9,265円
　（資本的収支消費税額等を除く）

◎資本的収支勘定

　収入総額 3,649万6,200円

　支出総額 5,775万4,622円

　差　　引 △2,125万8,422円
※　不足した額は、減債積立金、過年度分損益勘定留保資金で

補てんしました。

商 工

　北前船記念公園総合管理施設整備費 6,835万円

　公園管理費 5,210万円

　中小企業振興資金貸付金 4,000万円

　観光振興費 3,603万円

　商工事業者経営改善等支援補助金 2,636万円

　温泉休養センター管理費 1,914万円

　北前船記念公園総合管理施設管理費 767万円

土 木

　大沢橋改良工事請負費 1億1,610万円

　町営住宅建設事業 9,783万円

　町道改良事業 4,666万円

　道路除排雪委託料 3,521万円

消 防

　防災行政無線整備工事請負費 3億7,001万円

　渡島西部広域事務組合負担金（消防部門）3億2,958万円

教 育

　松前中学校グラウンド整備費 2億5,807万円

　小学校管理費 1億8,952万円

　松前中学校グラウンド野球場改修事業費 6,242万円

　学校給食事業費 6,000万円

　中学校管理費 5,165万円

　町民総合センター管理事業 2,548万円

　史跡松前氏城跡福山城跡保存整備事業 1,798千円

公 債

　地方債（借入金）の元金や利子 7億3,972万円

職 員 給 与

　職員給料、手当、共済費 8億5,978万円

特別会計・企業会計の決算状況
平成29年度における４つの特別会計と２つの企業会計の決算状況は次のとおりです。

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

◎事業勘定

　歳入総額 15億8,531万6,763円

　歳出総額 15億7,832万7,865円

　差　　引 698万8,898円
※　歳入歳出差引残額は全額翌年度へ繰り越ししました。

介 護 保 険 特 別 会 計

◎保険事業勘定

　歳入総額 10億2,467万1,284円

　歳出総額 9億9,015万2,358円

　差　　引 3,451万8,926円
※　歳入歳出差引残額は全額翌年度へ繰り越ししました。

◎サービス事業勘定

　歳入総額 1,105万4,309円

　歳出総額 1,093万5,925円

　差　　引 11万8,384円
※　歳入歳出差引残額は全額翌年度へ繰り越ししました。

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

◎事業勘定

　歳入総額 1億1,249万6,740円

　歳出総額 1億1,201万4,945円

　差　　引 48万1,795円
※　歳入歳出差引残額は全額翌年度へ繰り越ししました。

松前中学校グラウンド
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基金（貯金）や町債（借入金）の額

財政健全化指数

平成29年度末における町の基金（貯金）や町債（借入金）の状況は次のとおりです。

区　　分 金　　　額 区　　分 金　　　額

財 政 調 整 基 金 16億7,314万円 創玄書道会書のまちづくり基金 99万円

減 債 基 金 2,039万円 国民健康保険事業基金 7万円

教 育 施 設 整 備 基 金 2,152万円 介護給付費準備基金 8,585万円

地 域 福 祉 基 金 305万円 ふるさと松前応援基金 4,858万円

役 場 庁 舎 建 設 基 金 1億 417万円 計 19億5,776万円

基金（貯金）の状況

町債（借入金）の状況

区　　分
平成28年度末

残　高
平成29年度

発行額

平 成 29 年 度 償 還 額 平成29年度末
残　高元　金 利　子 計

一 般 会 計 70億5,602万円 11億3,243万円 7億 111万円 3,823万円 7億3,934万円 75億8,039万円

水道事業会計 3億5,564万円 960万円 1,736万円 631万円 2,367万円 3億4,788万円

病院事業会計 1億 308万円 1,150万円 911万円 207万円 1,118万円 1億 547万円

計 75億1,474万円 11億5,353万円 7億2,758万円 4,661万円 7億7,419万円 80億3,374万円

区　　　　分
平成29年度 
算 定 比 率

早 期 健 全 
化 基 準 ①

財 政 再 生
基 準 ②

説　　　　　　　　　　明

実 質 赤 字 比 率 － 15.00％ 20.00％ 一般会計収支の赤字比率を判断します。

連結実質赤字比率 － 20.00％ 30.00％
一般会計、特別会計など全会計を含めた収支の赤字
比率を判断します。

実 質 公 債 費 比 率 7.4％ 25.0 ％ 35.0 ％
一般会計の実質的な公債費に係る比率を判断します。

（借金の支払い度合）

将 来 負 担 比 率 27.8％ 350.0 ％
一般会計の実質的な公債残高等を比率にして判断し
ます。（将来支払う負担の度合）

会　　　　計
平 成 29 年 度 
算 定 比 率

経 営 健 全
化 基 準 ③

説　　　　　　　　　　明

水 道 事 業 会 計 －

20.00％
公営企業会計の経営に資する資金不足の比率を判断
します。

病 院 事 業 会 計 －

健全化判断比率

資 金 不 足 比 率

※　実質赤字比率及び連結赤字比率は、実質赤字がないため「－」と表示しています。

※　水道事業会計及び病院事業会計は、資金不足がないため「－」と表示しています。

①　早期健全化団体に該当すると、「財政健全化計画」を策定し、自主的な改善努力による財政健
全化を行うことになります。

②　財政再生団体に該当すると、地方債の発行が制限されるほか「財政再生計画」を策定し、国等
の関与による確実な再生を行うことになります。

③　資金不足比率の経営健全化基準は、健全化判断比率の早期健全化基準に相当します。


